
東京電力（株）福島第一原子力発電所１～４号機
の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ及び

研究開発計画について

平成２４年１２月１９日

資源エネルギー庁

 昨年12月に東京電力（株）福島第一原子力発電
所１～４号機の冷温停止状態などが確認され、原子
力安全・保安院の評価を受けた上で、STEP２完了が
達成。

 今後の廃止措置に向けて必要な措置を中長期
に亘って進めていくため、2011年12月、政府・東京電
力中長期対策会議において「東京電力（株）福島第
一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けた
中長期ロードマップ」（以下「中長期ロードマップ」）及
び研究開発計画を決定。

中長期ロードマップ及び研究開発計画について
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中長期ロードマップ及び研究開発計画について

２

＜中長期の取組の実施に向けた基本原則＞

【原則１】地域の皆さまと作業員の安全確保を大前提に、廃止
措置等に向けた中長期の取組を計画的に実現していく。

【原則２】中長期の取組を実施していくにあたっては、透明性を
確保し、地域及び国民の皆さまのご理解をいただきな
がら進めていく。

【原則３】今後の現場状況や研究開発成果等を踏まえ、本ロード
マップは継続的に見直していく。

【原則４】本ロードマップに示す目標達成に向け、東京電力、資源
エネルギー庁、規制当局は、各々の役割に基づき、
連携を図った取組を進めていく。

中長期ロードマップでは、廃止措置終了までの期間を下記の
通り３つに区分した上で、今後実施する主要な現場作業や研究
開発等のスケジュールを可能な限り明示。

中長期ロードマップにおける主要な目標

３

・使用済燃料プール内の燃料の
取り出し開始（4号機、2年以
内）

・発電所全体からの追加的放出
及び事故後に発生した放射性
廃棄物（水処理二次廃棄物、
ガレキ等）による放射線の影
響を低減し、これらによる敷地
境界における実効線量1mSv/
年未満とする

・原子炉冷却、滞留水処理の安
定的継続、信頼性向上

・燃料デブリ取り出しに向けた
研究開発及び除染作業に着
手

・放射性廃棄物処理・処分に向
けた研究開発に着手

・全号機の使用済燃料プール内の
燃料の取り出しの終了

・建屋内の除染、格納容器の修復
及び水張り等、燃料デブリ取り出
しの準備を完了し、燃料デブリ取
り出し開始（10年以内目標）

・原子炉冷却の安定的な継続

・滞留水処理の完了

・放射性廃棄物処理・処分に向け
た研究開発の継続、原子炉施設
の解体に向けた研究開発に着手

使用済燃料プール内の燃料取
り出しが開始されるまでの期間
（２年以内）

・燃料デブリの取り出し完
了（20～25年後）

・廃止措置の完了（30～40
年後）

・放射性廃棄物の処理・処
分の実施

ステップ１，２ 第１期 第２期 第３期

現在（ステップ２完了） ２年以内 １０年以内 ３０～４０年後

＜安定状態達成＞
・冷温停止状態
・放出の大幅抑制

廃止措置終了までの期間
（３０～４０年後）

燃料デブリ取り出しが開始される
までの期間（１０年以内）

要員の計画的育成・配置、意欲向上策、作業安全確保に向けた取組（継続実施）



４号機
原子炉建屋上部のガレキ撤去 燃料取り出し用

カバーの設置

2012年12月完了 ～2013年度
中頃

現在

カバー
（又はコンテナ）

使用済燃料
プール

天井クレーン

燃料交換機

輸送容器

搬出

取り出し作業

3号機は高線量のため、遠隔操
作できる解体重機用重機を乗せ
るための下部構台を設置

1，２号機 ２号機原子炉建屋調査

使用済燃料プールへのアクセス性等
の確認のため，原子炉建屋５階オペ
レーティングフロア周辺を調査。
（2012/6/13）

２号機５階の様子

●１号機については，３，４号機での知見・実績を把握するとともに，ガレキ等
の調査を踏まえて具体的な計画を立案し，第２期（中）の開始を目指す。

●２号機については，建屋内除染，遮へいの実施状況を踏まえて設備の調査を行
い，具体的な計画を検討，立案の上，第２期（中）の開始を目指す。

2011/9/22

2011/9/10 2012/6/18

2012/7/5

EV設置

使用済燃料プールへの防護構台
設置(2012/6/15)

新燃料の試験取り出し
(2012/7/18､19)

燃料取り出
し開始

2013年
11月

原子炉建屋上部のガレキ撤去
2012年度
末

燃料取り出し用カバー
の設置

2014年初
旬

原子炉建屋ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞﾌﾛｱ周辺状況
調査(2012/7/11)

燃料取り出し
開始

2014年
末頃

使用済燃料プールからの燃料取り出し作業

３号機

４

カメラ、切断、
掘削、把持、
吸引装置

使用済燃
料プール

格納容器

作業台車
伸縮管

デブリ収納缶

タービン建屋

ﾄｰﾗｽ室

補修装置
（遠隔）

補修装置圧力容器

格納容器

止水

使用済燃
料プール

ﾄｰﾗｽ室

使用済燃
料プール

伸縮管
ｶﾒﾗ

観察装置

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ

圧力容器

格納容器

タービン
建屋

使用済燃
料プール

天井クレーン

格納容器

圧力容器

　コンテナ

　圧力容器上蓋

水処理
装置より圧力容器

使用済燃
料プール

ﾄｰﾗｽ室

除染装置

除染装置
（遠隔）

燃料デブリ

格納容器

漏えい

水処理
装置へ

タービン
建屋

a)原子炉建屋内除染 b)建屋間、格納容器補修・止水
c)格納容器内部調査・サ

ンプリング

d)水張り・圧力容器上蓋解放 e)炉内調査・サンプリング

燃料デブリ取り出し作業（イメージ）

搬出
燃料デブリ
取りだし

燃料デブリ取り出し開始（目標）
ステップ２完了から10年以内
燃料デブリの取り出し完了（目標）
ステップ２完了から20～25年後

５

補修装置
（遠隔）

補修装置
タービン建屋



中長期ロードマップを着実に実施していくために、政府・東京
電力中長期対策会議の下、進捗管理を行う場として、2011年12
月21日、「運営会議」及び「研究開発推進本部」を設置し、月1回
の頻度で開催している。

中長期ロードマップの実施にあたっては、長期に亘るとともに
これまで経験のない技術的困難性を伴う課題が多いことから、
国内外の叡智を結集しつつ、政府及び東京電力が密接に連携
していくことが重要。

中長期ロードマップ実現に向けた実施体制

６

原子炉施設の解体イメージ

中長期ロードマップ及び研究開発計画の進捗管理体制

７

進捗管理を行うため、月1回の頻度で開催

政府・東京電力中長期対策会議

共同議長 ：原発事故収束・再発防止担当大臣、経済産業大臣

副議長 ：内閣府大臣政務官、経済産業大臣政務官、東京電力(株)取締役社長

委 員 ：資源エネルギー庁、東京電力(株)

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ ：原子力規制委員会原子力規制庁

運営会議

共同議長：内閣府大臣政務官

経済産業大臣政務官

東京電力株式会社 原子力・立地本部長

顧 問：文部科学大臣政務官

委 員：経済産業省 大臣官房審議官（ｴﾈﾙｷﾞｰ・技術担当）

東京電力株式会社 福島第一対策担当部長

原子力安全・保安院 首席統括安全審査官

文部科学省 大臣官房審議官（研究開発局担当）

(独)日本原子力研究開発機構 理事

(株)東芝 原子力事業部長

(株)日立製作所福島原子力発電所ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進本部長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ：原子力規制委員会原子力規制庁東京電力福島第一原

子力発電所事故対策室長

研究開発推進本部

本部長 ：経済産業大臣政務官

副本部長：内閣府大臣政務官

文部科学大臣政務官

構成員 ：経済産業省 大臣官房審議官（環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ担当）

東京電力株式会社 原子力・立地本部長

文部科学省 大臣官房審議官（研究開発局担当）

原子力委員会 委員

(独)日本原子力研究開発機構 理事

(独)産業技術総合研究所 理事

(財)電力中央研究所 理事

(株)東芝 原子力事業部長

(株)日立製作所福島原子力発電所ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進本部長

この他、学識経験者など本部長が推薦する者



１．現場ニーズへの貢献

 研究開発計画の立案段階から実施段階において、
現場のニーズを常に把握し研究開発に反映。

 得られた成果を可能な限り早期かつ的確に現場に適用。
 また、現場の状況、関連研究や作業の進捗状況等を
踏まえ、必要に応じて計画を見直す。

２．国の関与・支援

 研究開発計画の策定やプロジェクト管理において、国が
主導的役割を果たし、国内外の叡智を結集した研究開発
体制を整備。

 研究開発に伴う現場での試験や実証等に際して、必要な
法制度に基づく安全規制を行う。

研究開発実施にあたっての基本的考え方①
８

３．国内外の叡智を結集するオープンかつ柔軟な実施体制

 計画から実施に至る各段階において、適用可能な
国内外の技術及び専門家の知見を積極的に活用し、
研究開発に反映。

 諸外国の政府関係機関、国際機関及び民間事業者から
の情報・助言や具体的な協力の可能性を的確に評価し、

効果的・効率的な研究開発の仕組みを構築。

研究開発実施にあたっての基本的考え方②
９

４．中長期視点での人材確保・育成

 長期に亘る取組を着実に進めていくため、大学や研究
機関との連携を強化し、基盤研究を推進。

 人材確保・育成に資する取組を積極的に推進。



燃料デブリ取出し準備ワーキングチーム

機器・装置開発等
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研究開発推進本部の体制と研究開発プロジェクト
１０

※ PCV： 原子炉格納容器 RPV： 原子炉圧力容器

現場復旧工事管理

政府・東京電力中長期対策会議・研究開発推進本部

遠隔技術共通基盤タスクフォース【分野横断的な検討枠組み】

燃料デブリ取出し準備ワーキングチーム【東京電力、プラントメーカー参画】
海外政府研究機関・
国際機関等との連携

東京電力

本店

福島第一対策プロジェクトチーム他

技術提案等

中心となるメーカーの推進体制

（株）東芝
日立ＧＥニュークリア・
エナジー（株）

三菱重工業（株）

各社（プロジェクトリーダ及び各研究項目の研究開発責任者）

技術窓口 設計・製造 研究開発

関連する研究者を
エンジニアリング本部に結集

現場関係者と連携し
現場ニーズを早期に取り込む

燃料デブリ取出し準備のための機器・装置開発に係る以下の研究開発プロジェクトを有機的に連携させて取り組む
１）建屋内の遠隔除染技術の開発
２）格納容器漏えい箇所特定技術の開発
３）格納容器補修技術の開発
４）格納容器内部調査技術の開発
５）圧力容器／格納容器の健全性評価技術の開発

国内外の企業・研究機関等

燃料デブリ取出し準備に係る研究開発プロジェクトの実施体制
（平成２４年１２月時点）
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格納容器漏えい箇所調査
格納容器外部からの調査 格納容器内部調査・サンプリング 炉内調査・サンプリング

格納容器部
分水張り

格納容器／圧
力容器水張り

（実際の除染作業は個々の作業毎に必要な箇所を実施）

原子炉建屋内除染a)

b-1)

b-2) b-3)

c)

d-1) d-2)

e)

▽圧力容器上蓋開放

格納容器下部補修方法確定
止水方法確定

HP 格納容器下部
水張り完了
格納容器内調査
方法確定

格納容器上部補修
方法の確定

格納容器上部
水張り完了
炉内調査方法の
確定

HP HP HP

目標

除染によるアク
セス性確保

HP
燃料デブリ取り
出し方法の確定
／燃料デブリ収
納缶等の準備完
了

HP

燃料デブリの処理・
処分方法の決定

第1期 第２期 第３期

2013年度 （前） （中） （後）

20～25年後

燃料デブリ取り出し

2012年度

10年後以内2年後以内

原子炉建屋止水
格納容器下部補修

格納容器上
部補修

カメラ、切断、
掘削、把持、
吸引装置

使用済燃
料プール

格納容器

作業台車
伸縮管

デブリ収納缶

タービン建屋

ﾄｰﾗｽ室

補修装置
（遠隔）

補修装置圧力容器

格納容器

止水

使用済燃
料プール

ﾄｰﾗｽ室

使用済燃
料プール

伸縮管
ｶﾒﾗ

観察装置

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ

圧力容器

格納容器

タービン
建屋

使用済燃
料プール

天井クレーン

格納容器

圧力容器

　コンテナ

　圧力容器上蓋

水処理
装置より圧力容器

使用済燃
料プール

ﾄｰﾗｽ室

除染装置

除染装置
（遠隔）

燃料デブリ

格納容器

漏えい

水処理
装置へ

タービン
建屋

a)原子炉建屋内除染

b)建屋間、格納容器
補修・止水

c)格納容器内部調査・
サンプリング

d)水張り・圧力
容器上蓋解放

e)炉内調査・サンプリング

燃料デブリ取り出し作業スケジュール（イメージ）

2016年度 2019年度 2021年度

補修装置
タービン建屋

１２

補修装置
（遠隔）

圧力容器

使用済燃料
プール

ﾄｰﾗｽ室

ＤＳピット

蒸気乾燥器

気水
分離器

デブリ 格納容器

漏えい

タ
ー
ビ
ン
建
屋

燃料デブリ取り出し作業に係る主な研究開発のイメージ

■建屋内の遠隔除染技術の開発
◆内容

漏えい箇所調査、補修等の作業環境改善のため、現場の
汚染状況に合った遠隔除染装置を開発する。
◆技術開発のポイント
・汚染形態に応じた有効な除染技術の整理、開発

・高線量、狭隘等の過酷環境下における遠隔除染装置の
開発

■格納容器内部調査技術の開発
◆内容

格納容器内の状態及び燃料デブリの状況把握のため遠
隔による調査工法、装置を開発する。
◆技術開発のポイント
・高温、多湿、高線量下における遠隔調査技術の開発
・放射性物質の飛散防止システム

■格納容器補修技術の開発
◆内容
漏えい箇所（トーラス室、格納容器等）を補修するため、遠隔による止水方策及び補修技術を開発する。

◆技術開発のポイント
・高線量、狭隘等の環境下における遠隔補修技術の開発
・水中（PCV下部等）で適用可能な補修技術

■格納容器漏えい箇所特定技術の開発
◆内容

格納容器等の漏えい箇所を遠隔で特定する技術を開
発する。
◆技術開発のポイント

・高線量、狭隘等の過酷環境下における遠隔調査技術
の開発

内部調査技術（例）

格納容器

除染技術（例）

想定される損傷箇所（例）

ミラー

カメラ

放射性物質の
飛散防止システム

自走式ブラッシング

高圧水洗浄

表面はつり

ストリッパブルペイント

 

押さえリング付 
スパイダー 

シートリング 
（耐久性素材）

鋼製カバー 鋼製カバー
（ハッチ部の
予備バウンダリ）

シートリング

（シール部の
強化）

押さえリング付
スパイダー

機器ハッチ

止水

ターンバックル
（パッキン固定具）

ターンバックル
（パッキン固定具）

シールパッキン

ターンバックル
（パッキン固定具）

ターンバックル
（パッキン固定具）

シールパッキン

エアロック

貫通孔に対する補修技術（例）

→ドライウェル←
内部

エアロック

機器ハッチ
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a)原子炉建屋内除染

燃料デブリ取り出し準備に係る研究開発スケジュール(1/3)

１４

２０１２年度 ２０１３年度 ２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度

使用済燃料プール内の燃料取り出
しが開始されるまでの期間

第１期　　

（後）（前） （中）

（
２

）
燃
料
デ
ブ
リ
取
り
出
し
準
備
に
係
る
研
究
開
発

線量低減

第３期第２期

燃料デブリ取り出しが開始されるまでの期間

主要イベント

廃止措置終了ま
での期間

プール燃料取り出し開始

（４号機） ▽

建屋内除染・遮へい設置等による作業エリアの線量低減

（２－①－１ｂ）総合的線量低減計画の策定

作業エリアの状況把握

原子炉建屋内の作業計画の策定

爆発損傷階の作業計画の策定

原子炉建屋1階や，爆発により損傷した建屋上部階の線量低減方策の策定(2012年度末)

総合的線量低減計画有効性の実証

実機適用性

評価

実機適用性

評価

除染技術整理、概念検討

模擬汚染による除染試験

模擬汚染を用いたモックアップによる検証・改良(2012年度末)

（２－①－１ａ）建屋内の遠隔除染技術の開発

汚染状態推定・基礎データ取得

建屋内遠隔除染技術の実証

▼ステップ２終了
プール燃料取り出し開始

（４号機） ▽

燃料デブリ取り出し開始（初号機）▽

燃料デブリ取り出し終了（全号機）▽

廃止措置終了（全号機）▽

20～25

年後

30～40

年後
10年後

以内
２年後以内

水処理
装置より圧力容器

使用済燃
料プール

ﾄｰﾗｽ室

除染装置

除染装置
（遠隔）

燃料デブリ

格納容器

漏えい

水処理
装置へ

タービン
建屋

２０１２年度 ２０１３年度 ２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度

主要イベント

（
２

）
燃
料
デ
ブ
リ
取
り
出
し
準
備
に
係
る
研
究
開
発

格納容器
漏えい箇所
調査

建屋止水

格納容器
補修

格納容器
／圧力容
器水張り

第１期　　 第２期 第３期

使用済燃料プール内の燃料取り出
しが開始されるまでの期間

燃料デブリ取り出しが開始されるまでの期間
廃止措置終了ま
での期間

（前） （中） （後）

▼ステップ２終了
プール燃料取り出し開始

（４号機） ▽

燃料デブリ取り出し開始（初号機）▽

燃料デブリ取り出し終了（全号機）▽

廃止措置終了（全号機）▽

20～25

年後

30～40

年後

10年後

以内
２年後以内

格納容器漏えい箇所調査

（２ー①ー２） 格納容器漏えい箇所特定技術の開発

調査工法検討／調査装置設計

必要な要素技術の開発・設計の実施(2012年度末)

漏洩箇所特定技術の実証
調査装置製作／改良，実

機適用性評価

実機適用性評価（下部）

代替工法の検討

補修工法検討／補修装置（上部用）の設計・製作・改良

格納容器上部補修／上部水張り

格納容器下部補修／建屋間止水／下部水張り

格納容器下部補修方法確定

止水方法確定

HP

2 HP

4 格納容器上部補修方法の確定

（２ー①ー３） 格納容器補修技術の開発

補修工法検討／補修装置（下部用）の設計・製作・改良

ハッチ/ペネトレーション補修工法の決定(2012年度末)

代替工法の策定(2012年度末)

サプレッションチャンバ/トーラス室止水工法の決定(2014年度)

実機適用性評価（上部）

格納容器下部漏洩箇所補修技術の実証

格納容器上部漏洩箇所補修技術の

タービン建屋

ﾄｰﾗｽ室

補修装置
（遠隔）

補修装置圧力容器

格納容器

止水

使用済燃
料プール

b)建屋間、格納容器補修・止水

燃料デブリ取り出し準備に係
る研究開発スケジュール(2/3)

１５

補修装置
（遠隔）

補修装置
タービン建屋



２０１２年度 ２０１３年度 ２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度

（前） （中） （後）

第１期　　 第２期 第３期

使用済燃料プール内の燃料取り出
しが開始されるまでの期間

燃料デブリ取り出しが開始されるまでの期間
廃止措置終了ま
での期間

主要イベント

格納容器
調査／炉
内調査・
サンプリン
グ

（
２

）
燃
料
デ
ブ
リ
取
り
出
し
準
備
に
係
る
研
究
開
発

ステップ２終了

プール燃料取り出し開始

（４号機） ▽

格納容器内部本格調査技術の実証

（２－①－４）格納容器内部調査技術の開発

調査計画立案，事前調査装置開発・設計・製作

検査装置開発・設計・製作

放射性物質飛散防止対策

モックアップ試験

（２－①－５）圧力容器内部調査技術の開発

調査計画立案
アクセス方法の検討、調査装置開発・設計・製作

デブリ燃料のサンプリング技術の開発・製作

格納容器内部本格調査・サンプリング

炉内調査・サンプリング

モックアップ試験

HP

3

格納容器上部水張り完了

炉内調査方法の確定

格納容器下部水張り完了

格納容器内調査方法確定

格納容器内部事前調査

事前調査

改良

本格調査装置開発・設計・製作

モックアップ試験

モックアップ試験

放射性物質飛散防止対策

事前調査の実施 (2013年度)

格納容器内部本格調査技術の実証

HP

5

実機適用性

評価
圧力容器内部調査技術の実証

本格調査

プール燃料取り出し開始

（４号機） ▽

▼ステップ２終了
プール燃料取り出し開始

（４号機） ▽

燃料デブリ取り出し開始（初号機）▽

燃料デブリ取り出し終了（全号機）▽

廃止措置終了（全号機）▽

20～25

年後

30～40

年後
10年後

以内
２年後以内

ﾄｰﾗｽ室

使用済燃
料プール

伸縮管
ｶﾒﾗ

観察装置

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ

圧力容器

格納容器

タービン
建屋c)格納容器内部調査・

サンプリング

燃料デブリ取り出し準備に係る
研究開発スケジュール(3/3)

１６

廃炉技術分野における国際的な研究拠点
（国際的な研究センター）

廃炉技術分野における国際的な研究拠点の形成

○遠隔操作機器・装置の
開発・実証のための施設

（実規模モックアップ・センター
（仮称））

○放射性物質の分析
のための施設

（分析センター（仮称））

￥

第６ 新たな産業の創出及び産業の国際競争力の強化に寄
与する取組その他先導的な施策への取組の重点的な推進

福島の産業の復興及び再生に当たっては、福島から、日本
の経済社会構造を変革するモデルとなるような、未来志向の
抜本的な復興及び再生を実現し、福島の住民が復興及び再
生を実感できるようにしていくことが重要である。

このため、先導的な取組を積極的・重点的に推進することに
より、福島の新たな魅力や強みを生み出し、復興及び再生を
さらに加速させていくとともに、福島をこれらの分野において
我が国をリードするフロンティアとしていく。

福島復興再生基本方針（関連部分）
（平成２４年７月１３日閣議決定）

東京電力株式会社福島第一原子力発電所1～4号機の
廃炉に向けた研究開発・事業推進における福島拠点

○福島第一安定化センター
（東京電力福島第二原子力発電所内）

○国際連携・情報発信の
ための施設

（国際会議などを誘致・開催し、
情報発信や意見交換を行うなど
国際協力のための拠点を整備）

（研究開発の推進等のための施策）

地元の住民が安心して豊かな生活を営める環境を実現すると
ともに、持続的に発展可能な地域産業を興すために、新たな産
業の創出等に寄与する各種の研究拠点づくりが重要。

とりわけ、福島のポテンシャルを踏まえた場合、再生可能エネ
ルギー、医薬品及び医療機器、環境回復・創造、廃炉技術といっ
た分野における研究開発、産業創造等の拠点形成を図っていく
必要がある。

このため、国及び福島県は、「福島研究開発・産業創造拠点構
想（案）」に基づいて、福島における各種の拠点整備を図る。
（中略）

また、廃止措置・事故再発防止対策については、東京電力株式
会社福島第一原子力発電所１～４号機の廃炉に向けた研究開
発・事業推進や、新たな原子力安全規制体系の下での規制関係
人材の育成における福島の拠点化を進める。

連携
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国際的な研究拠点化へ

地域の雇用・経済への寄与

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ・改良実機適用

遠隔操作機器・装置の開発・実証のための施設

○福島第一サイトに比較的近く、港湾設備に近い場所に施設を整備
（放射線量レベルが低い非管理区域で、繰り返し試験に適した環境）
○２０１４年度内に施設の運用開始を目指す
（概念設計・基本設計：２０１２年度～、建設工事： ２０１３年度～）

＜格納容器下部のモックアップ設備＞
－水漏えい箇所を調査・補修する格納容器下部（トーラス室、圧力抑制室（Ｓ／Ｃ））の
実規模モックアップ設備を設置し、機器・装置の実証に加え、運転員訓練を実施

－遠隔除染についても、試験・訓練等を行うことをあわせて検討
－機器・装置開発に関する国際協力も念頭

＜中期的課題の検討＞
－その他のモックアップ設備の整備の必要性について今後検討
（格納容器上部・内部調査、燃料取出し装置等）

○メンテナンス・改良設備の整備
－ サイト内施設での使用後の除染、メンテナンス、改良
－ サイト内施設での実証のスケジュールを勘案して整備する

実規模モックアップ・センター（仮称）

サイト内施設での
実証

モックップ施設での
本格的な試験・訓練

既存研究施設等を活用し
た試験・訓練

メーカーの工場・研究所で
の簡易モックアップ試験

機器・装置の操作員
の訓練など人材育成

海外発技術アイデア
の採用など国際協力

１８

国際的な研究拠点化へ

（参考）放射性物質の分析のための施設

○福島第一サイト内又は近接した場所で新規施設を整備
○可能な限り早期に運用開始を目指す
（概念設計、基本設計：２０１２年度～、
その後許認可手続きを経て、建設工事を開始）

＜第１期＞
・放射性廃棄物などの分析に係る手法確立、研究開発等

福島第一の既存の分析施設の増強
－ 水処理設備等の運転性能管理のための分析
－ 除染効果確認のための分析

※ 東京電力を中心として、具体的な施設の増強
の方向について検討

＜第２期＞

・燃料デブリのサンプリング、本格取り出しに際し
て必要となる分析に係る手法確立、研究開発等

分析センター（仮称）

国際協力

ＪＡＥＡ東海研究開発センター等の既存施設の増強も
含めた活用
－ 難測定核種分析や分析手法確立
－ 人材育成プログラムの検討

地域の雇用・経済への寄与

人材育成
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 技術カタログについて

燃料デブリ取出し準備のための機器・装置開発等に係る一部の研究開発
において適用候補となる技術については、国内外の優れた技術を早期かつ広
範に取り入れていく観点から、実施者である（株）東芝、日立ＧＥ（株）及び三菱
重工（株）において、公募を経て技術カタログにまとめたところ。

これまでに、３９５件の技術提案をカタログとして整理（プラント
メーカー調査分を含む）。

 また、国内外の叡智結集のため、以下のワークショップ開催を行っている。

研究開発への適用候補技術の収集

２０

日付 会議名
2012.2.24 東京電力（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた燃料デブリ取出し準

備の機器・装置開発等に係る技術カタログ検討ワークショップ
2012.3.14
（※１）

東京電力（株）福島第一原子力発電所1～4号機の廃止措置等に向けた研究開発計
画に係る国際シンポジウム

2012.5.18
（※２）

2012 IEEE International Conference on Robotics and Automation (ICRA 2012)
Symposium
Robotic Solutions Toward Nuclear Decommission

2012.5.27
（※３）

日本機械学会 ロボティクス・メカトロニクス講演会2012 特別企画
福島第一原発の廃止措置等に向けた機器・装置開発に関するシンポジウム

2012.8.7 東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた機器・装置開発等に係
る福島ワークショップ

○国内外叡智の結集のためのワークショップ等の開催実績

※１ 技術カタログ募集のためのセッションを開催。
※２ 米国での国際学会（IEEE主催）にて、パネルディスカッション等を実施。
※３ 国内での学会（日本機械学会主催）にて、パネルディスカッション等を実施。

本ワークショップの目的

２１

福島県内の企業、研究機関、学識経験者の方々を主な
対象として、
・廃止措置までの研究開発の工程や各種技術等をご紹介
し、これについて意見交換をさせていただくとともに、
・県内企業等が保有する優れた技術の情報を、広く収集・
整理させていただきたい。

 前述の技術カタログをもとに、今後、炉内燃料取り出しに向け
た機器・装置の製作や関連設備の具体化を推進する必要。

 その際、優れた技術を早期に取り入れていくことが求められる
一方で、研究開発は長期に亘ることから、地元企業の技術の取
り入れや協同等のための中長期を見据えた仕組みづくりが重要。


